
実質赤字比率

　

　　（Ｈ２４決算）

　度に繰り越すべき財源 ３５０，０３１千円を差し引いた実質収支額が １，１６６，８９２千円

備　　　　　　考

13.75％以上- 早期健全化基準は、標準財政規模
により、11.25％～15.0％以上

財政健全化法の４指標　及び
公営企業における資金不足比率

指標１．

　普通会計（本宮市の場合、一般会計＋阿武隈川左岸築堤用地取得事業特別会計）の

20％以上

◎　平成２４年度決算において、歳入歳出差引額が １，５１６，９２３千円で、ここから翌年

財政再生団体基準

  の黒字となった。

平成２４年度決算における本宮市の状況

本宮市の
数　　値

国　　基　　準

本宮市の早期健全

化 団 体 基 準

　実質赤字額の標準財政規模に対する比率

{ 繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額) }

標準財政規模
実質赤字比率 ＝

0 + 0 + 0

8,016,098
＝ 0

－ 1－



連結実質赤字比率

　

　　（Ｈ２４決算）

化 団 体 基 準

　　　　　　 　Ｂ＝公営企業の特別会計のうち、資金不足を生じた会計の資金不足額の合計

　　　　　　　　　 黒字額の合計

財政再生団体基準

　　　　　　 　Ｃ＝一般会計等及び公営企業会計以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質

　　　　　　 　Ｄ＝公営企業の特別会計のうち、資金の剰余を生じた会計の剰余額の合計

　早期健全化基準は、標準財政
規模により、16.25％～20.0％以上

　赤字となり繰上充用を行った。普通会計、国民健康保険特別会計(事業勘定)を除く特

　別会計、企業会計は黒字となった。

本宮市の
数　　値

　普通会計と、特別会計【本宮市の場合、国民健康保険(事業勘定・直営診療施設勘定)

国　　基　　準

特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険(保険事業勘定・介護サービス事業勘定)

本宮市の早期健全

指標２．

備　　　　　　考

別会計、工業用地資産運用事業特別会計】及び企業会計(水道事業会計)を合わせた場合
特別会計、公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、工業用地造成事業特

　　　　　　　　 　のうち実質赤字を生じた会計の赤字額の合計

　　　　　　 　Ａ＝一般会計等及び公営企業会計（地方公営企業法適用、同法非適用）以外の特別会計

18.75％以上-

の収支にかかる実質赤字額の標準財政規模に対する比率

◎　平成２４年度決算において、国民健康保険特別会計(事業勘定)で23,438,993円の

30％以上

連結実質赤字比率＝
{ （Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） }

標準財政規模

{（0＋0）－（1,185,580＋543,556）}

8,016,098
＝ △21.57×100

－ 2－



実質公債費比率

　（Ｈ２４）

　（Ｈ２３）

　（Ｈ２２）

　３ヵ年平均 　（0.1424+0.1491+0.1542）÷3＝0.1486

　　★　３５％以上は制限団体＝一般公共事業のうち災害関連事業を除いた事業、公営住宅建設事業、教育・

　　　　　　　　　⑤一時借入金の利子

　　★　２５％以上は制限団体＝単独事業等の起債が制限を受ける

　　　　　　　　　　の財源に充てたと認められるもの

本宮市の
数　　値

　　　　　　　　　②普通会計から普通会計外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還に

本宮市の早期健全

　　準元利償還金　①満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還を

国　　基　　準

◎　２４年度決算において１４．８％となり、前年度比較で１．３ポイント、本宮市自

指標３．

化 団 体 基 準

　普通会計、特別会計、企業会計、一部事務組合会計も含めて、普通会計が負担する

　　　　　　　　　③一部事務組合等への負担金・補助金のうち、組合等が発行した地方債の償還

Ｈ２０数値　21.7％　（Ｈ18～20年度３ヶ年平均）

Ｈ２３数値　16.1％　（Ｈ21～23年度３ヶ年平均）

財政再生団体基準

Ｈ２１数値　20.0％　（Ｈ19～21年度３ヶ年平均）

　　　　　　　　　④債務負担行為に基づく支出のうち、公債費に準ずるもの

備　　　　　　考

14.8％

　　　　　　　　　　した場合の１年あたり元金償還金相当額

　　　　　　　　　　充てられたと認められるもの

借入金等にかかる元利償還金等の標準財政規模に対する比率

35％以上

　　★　１８％以上は許可団体＝公債費負担適正化計画の策定を前提に一般的な基準により許可

　　　　　　　　　　　　　　 福祉施設等整備事業等の起債が制限を受ける

Ｈ１９数値　21.5％　（Ｈ17～19年度３ヶ年平均）

14.8％
（３ヶ年平均）

25％以上

　　★　１８％未満は協議団体＝一般的な基準により同意

　主的財政健全化計画比較で０．３ポイント下回った。今後も本宮市自主的財政健全化
　計画に基づき、計画的な市債の発行と償還を行う。

Ｈ２２数値　18.3％　（Ｈ20～22年度３ヶ年平均）

（元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額

実質公債費比率＝

の３ヵ年平均

（1,097,288+100,000+365,317＋165,194＋222,093+338）-（21,158+828,743）

8,209,444-828,743
＝0.1491

＝0.1542
（1,100,261+100,000+382,941＋164,415＋246,423+146）-（25,724+827,405）

8,228,662-827,405

(14.9％)

(15.4％)

（1,062,972+100,000+374,951＋160,212＋182,903+91）-（13,636+846,785）

8,016,098-846,785
＝0.1424

(14.2％)

－ 3－



将来負担比率

（Ｈ２４決算）

　　　　　　　　　②債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）

　　　　　　　　　　すべき見込み額

　　　　　　　　　④本宮市が加入する一部事務組合等が発行した地方債の元金償還に充てるために

指標４．

　った。着実に減少しており、今後も本宮市自主的財政健全化計画に基づき計画的償

◎　２４年度決算において１５４．３％となり、前年度比較で１１．９ポイント下回

　　　　　　　　　③普通会計以外の会計の地方債の元金償還に充てる普通会計からの繰入見込み額

　　　　　　　　　　等の負担見込額

本宮市の
数　　値

国　　基　　準

早　期　健　全　化　基　準

350.0　％

備　　　　　　考

　還に努め、当該比率を減少させる。

平成２３年度数値　166.2％

154.3％

平成２２年度数値　187.9％

　　　　　　　　　⑤退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、普通会計の負担

　　　　　　　　　⑥連結実質赤字額

に対する比率

　　　将来負担額　①普通会計の地方債現在高

　　　　　　　　　　場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計

　　　　　　　　　⑧本宮市が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している

　　　　　　　　　⑦一部事務組合等の連結実質赤字額のうち、普通会計の負担見込額

　　　　　　　　　　今後本宮市が負担すべき見込み額

平成２０年度数値　225.1％

平成１９年度数値　240.0％

平成２１年度数値　211.4％

すべての会計の借入金を含め、普通会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模
　普通会計、特別会計、企業会計、一部事務組合、土地開発公社、第三セクター、

将来負担額－（充当可能基金金額＋特定財源見込額＋
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額)

将来負担比率＝

（13,729,608＋5,576,009＋4,659,875＋659,447＋2,049,176＋0+0+0）
-（2,644,287＋2,120,181＋10,844,086）

8,016,098-846,785
154.3

×100

×100

－ 4－



◎

　事業の規模…料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額

　　【法適用企業】

　　【法非適用企業】

本宮市の
数　　値

　（Ｈ２４決算）

ー 20％

　　　　　　営業収益に相当する収入の額　－　受託工事収益に相当する収入の額

　　　　　　営業収益の額　－受託工事収益の額

国　　基　　準

備　　　　　　考
早　期　健　全　化　基　準

　　【法適用企業】

公営企業における資金不足比率

　　　　

特別会計、工業用地資産運用事業特別会計）】の資金不足額の事業規模に対する比率

　　    　　－　流動資産）－ 解消可能資金不足額

　公営企業会計【本宮市の場合、地方公営企業法適用企業（水道事業会計）、同法非

　　　　　　地方債の現在高）－ 解消可能資金不足額

　　　　　（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

　資金の不足額…一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額

　　    　（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高

適用企業（公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、工業用地造成事業

　　【法非適用企業】

資金不足比率＝
資金の不足額

公営企業の事業の規模

0

1,275,539

＝ 0

－ 5－


